
農林水産委員会会議記録

農林水産委員長 井上 明夫

１ 日 時

令和２年３月２３日（月） 午後１時５９分から

午後４時３４分まで

２ 場 所

第３委員会室

３ 出席した委員の氏名

井上明夫、末宗秀雄、清田哲也、木田昇、二ノ宮健治、原田孝司、河野成司

４ 欠席した委員の氏名

な し

５ 出席した委員外議員の氏名

古手川正治

６ 出席した執行部関係者の職・氏名

農林水産部長 大友進一 ほか関係者

７ 会議に付した事件の件名

別紙次第のとおり

８ 会議の概要及び結果

（１）第１号議案のうち本委員会関係部分、第７号議案から第９号議案まで及び第３８号議案

から第４０号議案までについては、可決すべきものといずれも全会一致をもって決定した。

（２）第２３号議案、第２５号議案及び第２６号議案については、可決すべきものと総務企画

委員会に回答することをいずれも全会一致をもって決定した。

（３）新型コロナウイルス感染症に関する農林水産業への影響と対策について、大分県酪農振

興計画（案）について及び県内の農協合併についてなど、執行部から報告を受けた。

９ その他必要な事項

な し

１０ 担当書記

議事課委員会班 副主幹 長友玉美

政策調査課調査広報班 主任 佐藤和哉



農林水産委員会次第

日時：令和２年３月２３日（月）１４：００～

場所：第３委員会室

１ 開 会

２ 農林水産部関係 １４：００～１６：２５

（１）合い議案件の審査

第 ２３号議案 大分県使用料及び手数料条例の一部改正について

第 ２５号議案 大分県長期総合計画の変更について

第 ２６号議案 第２期まち・ひと・しごと創生大分県総合戦略の策定について

（２）付託案件の審査

第 １号議案 令和２年度大分県一般会計予算（本委員会関係部分）

第 ７号議案 令和２年度大分県林業・木材産業改善資金特別会計予算

第 ８号議案 令和２年度大分県沿岸漁業改善資金特別会計予算

第 ９号議案 令和２年度大分県県営林事業特別会計予算

第 ３８号議案 令和２年度における農林水産関係事業に要する経費の市町村負担に

ついて

第 ３９号議案 大分県農林水産業振興計画の変更について

第 ４０号議案 大分県国営土地改良事業負担金徴収条例の一部改正について

（３）諸般の報告

①新型コロナウイルス感染症に関する農林水産業への影響と対策について

②大分県酪農振興計画（案）について

③県内の農協合併について

④大分県スマート農林水産業推進方針について

⑤中津市耶馬溪町山地災害復旧工事の完了について

（４）その他

３ 協議事項 １６：２５～１６：３０

（１）その他

４ 閉 会
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別 紙

会議の概要及び結果

ただいまから、農林水産委員会を井上委員長

開きます。

審査の都合上、予算特別委員会の分科会もあ

わせて行いますので、御了承願います。

また、本日は委員外議員として古手川議員が

出席しています。

ここで、委員外議員の方にお願いします。

発言を希望する場合は、委員の質疑の終了後

に挙手し、私から指名を受けた後、長時間にわ

たらないよう、要点を簡潔に御発言願います。

なお、進行状況を勘案しながら進めていきま

すので、委員外議員の皆さんは、あらかじめ御

了承願います。

本日審査いただく案件は、今回付託を受けた

議案７件及び総務企画委員会から合い議のあっ

た議案３件です。

この際、案件全部を一括議題とし、これより

審査に入ります。

まず、合い議案件の審査に入ります。

初めに、総務企画委員会から合い議のあった

第２３号議案大分県使用料及び手数料条例の一

部改正についてのうち、本委員会関係部分につ

いて執行部の説明を求めます。

委員会資料の１ページ三浦地域農業振興課長

をお願いします。

第２３号議案大分県使用料及び手数料条例の

一部改正についてのうち、肥料登録事務分につ

いて御説明します。

１改正の理由ですが、令和元年１２月４日に

公布された肥料取締法の一部を改正する法律に

基づき、肥料業者自身による原料管理の義務付

けや、届出肥料の拡大に伴い、肥料取締法の名

称が肥料の品質の確保等に関する法律に改正さ

れました。今回の条例改正は、これに伴い、同

法を引用している本条例の別表第３の肥料登録

事務の区分欄の内容を改正するものです。

２肥料登録事務の概要ですが、肥料取締法に

基づき、肥料の生産者は、肥料の種類により都

道府県知事の登録を受ける義務があり、その際、

県は本条例第３条に基づき、手数料を徴収して

います。

３改正の内容ですが、新旧対照表にあるとお

り、肥料登録事務の区分欄に、肥料取締法の名

称を使用している箇所がありますので、この部

分を新しい法律名に変更します。

なお、施行期日は、肥料取締法の一部を改正

する法律の施行の日です。同法の施行の日は、

令和２年１２月３日までの範囲で政令で定める

日ですが、その施行日を定める政令は、まだ公

布されておらず、具体的な施行日は、現時点で

は確定していません。

資料の２ページをお願いし河野畜産振興課長

ます。

第２３号議案大分県使用料及び手数料条例の

一部改正についてのうち、家畜伝染病予防事務

分について御説明します。

１改正の理由ですが、令和２年２月５日に公

布、施行された家畜伝染病予防法の一部を改正

する法律に基づき、家畜伝染病の名称である豚

コレラが豚熱に改称されました。今回の条例改

正は、これに伴い、本条例の別表第３の家畜伝

染病予防事務の区分欄の内容を改正するもので

す。

２家畜伝染病予防事務の概要ですが、家畜伝

染病予防法に基づき、県内の家畜保健衛生所が

各種疾病の検査や投薬、予防注射等を行ってお

り、その際、県は本条例第３条に基づき、手数

料を徴収しています。

３改正の内容ですが、新旧対照表にあるとお

り、家畜伝染病予防事務の区分欄に、豚コレラ

の名称を使用している箇所がありますので、こ

の部分を新しい名称に変更します。

なお、施行期日は、公布の日としています。

資料の３ページを景平審議監兼漁業管理課長

お願いします。

第２３号議案大分県使用料及び手数料条例の
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一部改正についてのうち、漁業関係事務分につ

いて御説明します。

１改正の理由ですが、平成３０年１２月１４

日に公布された漁業法等の一部を改正する等の

法律に基づき、沿岸漁場管理制度が法定され、

知事が沿岸漁場管理団体を指定することとなり

ます。今回の条例改正は、これに伴い、本条例

の別表第３の漁業関係事務に、この指定事務に

係る手数料を新設するものです。

２沿岸漁場管理制度の概要の（１）法改正の

背景ですが、従来から漁協が、赤潮監視や漂流

物の除去など、漁場の保全活動を自主的に実施

してきました。その活動の費用は、漁協の組合

員が負担しますが、一方で、活動による利益は、

その漁場を利用する漁協非加入の漁業者にも及

びます。そのため、漁協は、受益者に活動に係

る費用の負担を求めますが、逆に、受益者から

根拠が不透明との指摘があり、新たに沿岸漁場

管理制度が法定されました。これは、保全活動

の透明性を確保する仕組みを整備することで、

受益者の協力を得やすくしようとするものです。

２（２）制度の内容ですが、まず知事は、保

全活動が必要な沿岸を保全沿岸漁場として設定

します。保全活動とは、赤潮監視、漂流物の除

去、種苗放流、漁業法令違反の予防の４類型で

す。次に知事は、指定を受けようとする者から

の申請に基づき、沿岸漁場管理団体を指定しま

す。あわせて、沿岸漁場管理団体が、保全活動

の内容・費用の負担などについて定める沿岸漁

場管理規程を認可します。そして、沿岸漁場管

理団体は、認可された沿岸漁場管理規程に基づ

いて、保全活動を実施します。これらを通して

保全活動の透明性を確保します。それでもなお、

受益から協力を得ることができない場合は、沿

岸漁場管理団体は、知事にあっせんを求めるこ

とができます。

２（３）本県の対応ですが、今後、漁業法改

正について周知を図っていく中で、漁協や漁業

者の声を聴き、沿岸漁場管理団体を指定する必

要性が認められれば、改正漁業法の施行後、速

やかに保全沿岸漁場を設定するなど、必要な事

務を進めていきます。

３改正の内容ですが、新設する手数料の名称

は、沿岸漁場管理団体指定申請手数料です。金

額は、申請１件につき３，７００円です。この

金額は、指定に係る事務の内容が、既存の漁業

権免許に係る事務の内容と類似するため、漁業

権免許事務に係る作業量を参考にして算出した

ものです。

なお、施行期日は、漁業法等の一部を改正す

る等の法律の施行の日です。同法の施行の日は、

令和２年１２月１３日までの範囲で政令で定め

る日ですが、その施行日を定める政令は、まだ

公布されておらず、具体的な施行日は、現時点

では確定していません。

以上で説明は終わりました。井上委員長

これより質疑に入ります。

豚コレラと豚熱、コレラちゅう末宗副委員長

イメージは非常に僕たちが小さいときは激しい

で怖いというイメージであったのが、熱になる

と余り怖くないような感じがあるんじゃけど、

中身は変わったんかね、大体。そこら辺りを教

えてください。

逆に、豚コレラというのが河野畜産振興課長

あると、コレラというのは人間に移ったりとか、

一気に広がっていくというイメージがあります。

一応ワクチンもありますので、人間に関する風

評被害等を防ぐために、あくまでも豚の熱発す

る病気ということで、今回、法改正されていま

す。

病気自体は変わってないんやね、末宗副委員長

中身は。

申し訳ありません、病気自河野畜産振興課長

体は変わっていません。

第２３号議案の沿岸漁場管理制度の木田委員

概要のところに国の背景というのがありますけ

れども、大分県では具体的にどのような背景が

あって、今後、申請があって、指定の必要性も

考えられるんじゃないかとか、そういった背景

がありましたらお願いします。

これはどういうこ景平審議監兼漁業管理課長

とを想定しているかと言うと、区画漁業権、養

殖業を伴う漁業権、いろんなパターンが想定さ

れるんですが、それは今後、漁業法が改正され
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れば、漁協に免許されている団体免許が個別の

免許になる可能性もあります。

今のところその動きはないんですが、そのよ

うな場合に、実際に漁協が海岸清掃とか、高潮

の被害監視とか、違反漁業の取締りじゃないん

ですけど、調整とか、いろんなことをするんで

すけど、それに対する対価を払わずに受益を受

けるということになりますので、それに対して

こういう制度を設けて、公にオープンにした形

でその対価と言うか、費用について求めるとい

う制度です。

ただ、今のところ、個別の漁業権という考え

方が実際に現場に持ち込まれるという様子には

なっていないので、こういう動きはありません。

指定管理団体として想定されるのは、県漁協に

なります。

大分は今のところないと思っていい。木田委員

今のところありま景平審議監兼漁業管理課長

せん。

はい、分かりました、いいです。木田委員

今のに関連してですけれども、前回河野委員

もお聞きした記憶があるんですが、遊漁船業と

か、漁業権そのものを保有しているというより

は実態的に営業活動をやって、海からも収益を

上げているところについて、この制度の対象に

なるのかならないのか、教えてください。

考え方としては対景平審議監兼漁業管理課長

象になると言えると思います。

ただ、具体的にそれを求めるかどうかという

ことに関しては、今のところ、それを想定して

準備はしていません。

よく漁協と遊漁船業というのは余り河野委員

仲よくないので、その辺、こういった指定団体

になったところが実際に認可を受けた規程に基

づいて、遊漁船業にも一部負担金を求めますよ

といった場合についてはあり得る話ということ

でいいんでしょうか。

考え方としてはあ景平審議監兼漁業管理課長

り得るということになります。

ここで知事があっせんに出ることが河野委員

あるという形で、要するに紛争解決の手段とし

て知事のあっせんということが書かれています

が、これがあっせん不調になれば、当然のごと

く、ここに管理規程を根拠にした、いわゆる費

用負担を求める訴訟に発展するということもあ

り得るということでよろしいんでしょうか。

現時点ではそこを景平審議監兼漁業管理課長

想定していなかったので、まだそれについては、

この場ではお答えすることができません。

ほかに御質疑はありませんか。井上委員長

〔「なし」と言う者あり〕

委員外議員の方は御質疑はありま井上委員長

せんか。

〔「なし」と言う者あり〕

ほかに御質疑等もないので、これ井上委員長

より採決します。

本案のうち本委員会関係部分については、原

案のとおり可決すべきものと総務企画委員会に

回答することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、本案のうち本井上委員長

委員会関係部分については、原案のとおり可決

すべきものと総務企画委員会に回答することに

決定しました。

次に、総務企画委員会から合い議のあった第

２５号議案大分県長期総合計画の変更について

及び第２６号議案第２期まち・ひと・しごと創

生大分県総合戦略の策定についてのうち、本委

員会関係部分について、一括して執行部の説明

を求めます。

第２５号議案大分県長期総大友農林水産部長

合計画の変更について及び第２６号議案第２期

まち・ひと・しごと創生大分県総合戦略の策定

についてのうち、農林水産部関係部分について

御説明します。

本計画等については、１２月の常任委員会や

１月の臨時常任委員会で御議論をいただいたと

ころであり、また、パブリックコメントでも既

に計画案に反映済みのものや県に対する要望等

を含め、農林水産業分野では９件の御意見等を

いただきました。

これらを踏まえ、本定例会において、最終案

として上程しています。

まず、議案別冊の大分県長期総合計画「安心
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・活力・発展プラン２０１５」（改訂案）を御

覧ください。

前回の委員会でお示しした素案からの主な変

更点等について御説明します。

３ページをお開きください。

１時代の要請として、変化する社会情勢等を

示していますが、プラン中間見直し委員会等に

おいて、ＳＤＧｓの理念に基づく取組を求める

御意見が多くあったことから、第２段落の最後

の一文に、ＳＤＧｓに対する取組姿勢を追加し

ました。

また、素案では参考資料の中で補足的に記載

していたＳＤＧｓに関する取組について、１５

１ページから始まる計画推進のためにの中で、

１５３ページの３として明確に位置付けました。

次に、７１ページをお願いします。パブリッ

クコメントの意見を受け、（１）構造改革の更

なる加速の、これからの基本方向の１ポツ目の

４行目に市町村や農林水産業関係団体との緊密

な連携の下という考え方を具体的な記述として

追加しました。

次に、第２期まち・ひと・しごと創生大分県

総合戦略の策定について御説明します。

議案別冊の第２期まち・ひと・しごと創生大

分県総合戦略案を御覧ください。

本戦略は、長期総合計画の中から、まち・ひ

と・しごと創生に関連する施策を、集中的・重

点的に推進するための計画として策定するもの

です。

４８ページをお開きください。

これは、長期総合計画と総合戦略の関係を示

したものです。

本戦略では、長期総合計画における取組を、

総合戦略の基本目標である、Ⅰ人、Ⅱ仕事、Ⅲ

地域に沿って整理しており、その具体的な取組

内容は、長期総合計画と同一のものとなってい

ます。

素案からの変更点についても、長期総合計画

と同様ですので、説明は省略します。

以上で説明は終わりました。井上委員長

これより質疑に入ります。

この１年、皆さん方のお陰で、全然原田委員

知らなかったんですけど、農林水産業のことを

勉強させていただきまして、本当に感謝申し上

げます。

その中でとても気になっていたのが、大分県

の方向というのはよく分かるんですよ。農地の

形から集積しながら、やっぱり儲かる農業の展

開は分かるんですけど、私は別府ですが、別府

の山奥に行くと、集約しようにも本当に狭い田

んぼで、他の畑地化を考えませんかと言ったら、

そんなこと今からできるかいと、そういった投

資もできんと。やっぱりお米を作るんだという

方もたくさんいらっしゃるわけですね。

こういった発展プランとかをいろいろ見ると、

どんどん進んでいけるところはいいんですけど、

やっぱり乗れないところは、中山間地はほとん

どそうだと思うんですけど、それに対するこれ

からの指導の仕方を含めて、そこはずっとこの

１年間気になったんですけど、そういったこと

というのは、計画農家を含めてどういうお考え

かなというのをぜひお聞かせください。

今の冊子、長計の冊子のさ大友農林水産部長

きほど御覧いただいた７１ページから、今、冒

頭お話しされましたように、大分県の農業がど

う今後発展していくのかということでいろんな

課題があります。

それを一つは構造改革のさらなる加速という

ことで整理をし、７３ページでマーケットイン

の商品（もの）づくり、要は作ったものをどう

しっかり消費者に届けるか、高く売るかという

観点での取組、そして、その次の７５ページに

あるのが、そういった産地をどういう人に作っ

ていただくか、やっぱりそこは今、例えば、農

業で言えば毎年１千人ずつぐらい経営者が減っ

てきていますので、そこをいかに確保するか、

そういった若手の育成であったり、規模拡大で

あったりということをしっかりやっていきまし

ょうというのを掲げています。

次の７７ページが、今、委員がおっしゃった

ようなところになろうかと思います。そうは言

っても、平地はいいんですけど、山間部という

のは人口も減っていますし、農地を守っていく

ことすら大変な状況になっていると。そこをど
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う皆さん方にまず住んでいただいて、農業を守

っていただくか、林業を守っていただくかとい

うことの取組をここで並行してやっています。

我々が説明するとき、どうしても構造改革で

あったり、成長産業化であったりという言葉が

前面に出ていますので、基本的にはこういう意

識を持ちながら、やはり農業が元気で多くの人

が来てもらって、そこで創生と言いますか、頑

張っていただくということを目標にしています

ので、ここはちょっとコメントとしては弱くな

っていますけど、両にらみでしっかりと政策を

やっているという状況ですので、またいろんな

御意見があれば、我々に直接届けていただけれ

ば、しっかりと対応していきます。

長計について、今回ＳＤＧｓの考え木田委員

方を取り込もうということは、計画全体の構成

に関わるかもしれませんけれども、農林水産で

言えば、海洋資源の保全が該当する一つにある

と思うんです。ＳＤＧｓというターゲットとゴ

ールと言うか、目標を設定する中で、私も農林

で海洋資源の近年の落ち込みというグラフも見

せていただいたことがあるんですけれども、じ

ゃ、２０３０年に向けて、ＳＤＧｓとして、ど

ういう構造をローカライズした目標を定めるの

かが地方でのＳＤＧｓだと思うんですが、生産

とかはあるんですけれども、落ち込むグラフを

こういうふうに３０年後はしていくんだという

ような目標設定という考え方はないような構成

になっていると思うんですね。

一応マッピングはされているんだけれども、

目標がないというような感じがするので、これ

は計画全体の構成にもなるとは思うんですが、

そういったものも目標として設定する必要があ

るんじゃないかなと思うので、ＳＤＧｓとして

はいかがでしょうか。

ちょうど漁業法の景平審議監兼漁業管理課長

改正の大きな柱が二つありまして、養殖業を基

にした成長産業化と海洋資源の管理が大きな目

標となっています。

そのために国として主導的に今からやってい

くことがありまして、正確な資源の把握と、そ

れと資源管理措置、つまりＴＡＣという言葉で

使われるんですが、どれぐらい魚を捕ったらい

いですよというものが随時、今後、国から示さ

れていくことになります。それがまだ沿岸漁業

にまで及ぶにはちょっと時間がかかると思うん

ですけど、大臣許可漁業という比較的沖合とか、

大型の漁船とかが利用する漁場で多角的な魚を

捕る漁業については、早速その工程に入ってい

ます。

だから、今後は、いずれは県に対してもそう

いうものが下りてくる可能性があるんですが、

ここ数年の間にそういうものが下りてくるとい

うことは、今のところはないと考えます。

全体の資源としての話なので、大分県の独自

目標という形ではないんですが、その中に大分

県の漁獲量が割り当てられることになっていま

すので、そういう形で資源管理を進めていきた

いと考えています。

はい、分かりました。海洋資源につ木田委員

いてはそういう考え方ということで、森林にし

ろ、他の部分でも、いわゆるＳＤＧｓにマッピ

ングされるような取組というのはかなり多くあ

ると思うんですけれども、そういったところの

具体目標の設定がされていかないと、本当に自

治体がＳＤＧｓに取り組んでいるということに

はならないというのが国際的な考え方になって

いますので、県民クラブの羽野議員もこのこと

については発言していると思いますが、そうい

う考え方も農林水産でもぜひ取り込んで、今後

の計画につなげていただきたいと思います。よ

ろしくお願いします。

ほかにありませんか。井上委員長

〔「なし」と言う者あり〕

委員外議員の方は御質疑はありま井上委員長

せんか。

〔「なし」と言う者あり〕

ほかに御質疑等もないので、これ井上委員長

より採決します。

まず、第２５号議案大分県長期総合計画の変

更についてのうち本委員会関係部分については、

原案のとおり可決すべきものと総務企画委員会

に回答することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕
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御異議がないので、本案のうち本井上委員長

委員会関係部分については、原案のとおり可決

すべきものと総務企画委員会に回答することに

決定しました。

次に、第２６号議案第２期まち・ひと・しご

と創生大分県総合戦略の策定についてのうち本

委員会関係部分については、原案のとおり可決

すべきものと総務企画委員会に回答することに

御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、本案のうち本井上委員長

委員会関係部分については、原案のとおり可決

すべきものと総務企画委員会に回答することに

決定しました。

以上で、合い議案件の審査を終わります。

次に、付託案件の審査を行います。

まず、第１号議案令和２年度大分県一般会計

予算のうち本委員会関係部分について、執行部

の説明を求めます。

第１号議案令和２年度大分大友農林水産部長

県一般会計予算案のうち、農林水産部関係予算

について御説明します。

お手元の農林水産委員会資料の４ページ、令

和２年度大分県一般会計当初予算案農林水産部

の概要を御覧ください。

当初予算案の総額は、資料上段の（１）予算

の２年度当初予算額（Ａ）欄の中ほど、太枠で

囲っている計（イ）の欄にあるように、６７１

億６，４６１万４千円です。

前年度と比較すると、右から２列目の差引欄

にあるように、３２億７，３０７万６千円の増、

対前年度比５．１％のプラスとなっています。

これは、主に、国営かんがい排水事業大野川

上流地区の事業完了に伴い、大蘇ダムの受益地

である竹田市の負担金の償還が令和２年度から

開始されることによるものであり、市の意向に

より、負担金の全額約２７億６千万円を令和２

年度に一括繰上償還するための予算を計上して

います。

公共事業費については、下の表（２）公共事

業費の概要のうち、２年度当初予算額（Ａ）欄

の中ほど、太枠で囲っている計（ハ）にあると

おり、３１８億４，７１５万３千円です。前年

度と比較すると、右から２列目の差引欄のとお

り、１３億７，５３７万３千円の減、対前年度

比マイナス４．１％となっています。

これは、災害復旧事業費について、過年災分

が約１１億円の減となることによるものです。

次に、個別事業の説明について、先日の予算

特別委員会で説明をしていない事業の中から、

主要なものを各担当課長から説明しますので、

よろしくお願いします。

地域農業振興課関係分三浦地域農業振興課長

について御説明します。

令和２年度予算概要の３６ページをお願いし

ます。下段、ＧＡＰを活かす産地育成事業費１，

３４６万６千円です。

この事業は、安全・安心な農産物の生産や経

営改善等を図るため、ＪＧＡＰの認証取得に向

けた支援を行うものです。

団体認証の取得に向けた準備経費に対する助

成のほか、ＪＧＡＰ普及啓発セミナーの開催等

を通じた生産者の理解促進などに取り組みます。

また、ＪＧＡＰの取組を通じた経営改善効果等

について実証し、これを生産者等にＰＲしてい

くことで、ＪＧＡＰの普及を図っていきます。

次に、３８ページをお開きください。上段、

スマート農業普及拡大事業費７０８万６千円で

す。

この事業は、農業の省力化・高品質化を図る

ため、ドローンを活用した白ねぎや茶の生育診

断技術の研究・開発に取り組むほか、リモコン

草刈り機やアシストスーツなどを活用した作業

の軽労化等を実証します。また、新たに、ドロ

ーン等のスマート技術を活用した営農体系の構

築に取り組みます。

新規就業・宇都宮新規就業・経営体支援課長

経営体支援課関係分について御説明します。

５５ページをお願いします。下段、ＵＩＪタ

ーン就農者拡大対策事業費２，７６４万６千円

です。

この事業は、移住就農を促進するため、本県

農業等に関する情報発信や県内外での相談活動

を行うものです。
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来年度はこれまでの取組に加え、関東や関西

といった県外在住者に向けた農林水産業体験ツ

アーを新たに開催することで、本県への移住就

農を加速させていきます。

次に、５８ページをお開きください。下段、

農福連携推進事業費２０２万６千円です。

この事業は、農業分野における障がい者の活

躍を促進するため、農福連携に取り組む農業者

を拡大するものです。今年度までの３か年で行

った障がい者が従事可能な農作業の検討結果等

をいかし、農福連携を普及させるため、既に農

福連携を実践している先進農家での研修会の開

催や、農福連携支援アドバイザーの派遣などを

行っていきます。

次に、６２ページをお開きください。中段、

魅力ある農業実践教育推進事業費９５４万円で

す。

この事業は、農業大学校において、農業の実

践教育を充実・強化し、即戦力となる人材を育

成するとともに、将来の担い手となる農業系高

校生の就農意欲の喚起を図るものです。来年度

は、農大生のドローン操縦技術習得に向け、ド

ローン機材の導入や講習実施体制の確立を行っ

ていきます。

関連して、国の高等教育無償化に伴う農業大

学校の入学金及び授業料の減免制度の新設につ

いて御説明します。同じページの下段、運営費

１億２，１６８万３千円です。

経済的な負担軽減及び意欲ある若者の修学支

援のため、入学金５，６５０円、授業料１１万

８，８００円を、世帯の所得区分に応じて減免

します。

農地活用・集落田染農地活用・集落営農課長

営農課関係分について御説明します。

６９ページをお願いします。集落営農構造改

革対策事業費８,３０１万６千円です。

この事業は、経営力のある集落営農法人の育

成などに取り組むものですが、新たに、広域連

携コーディネーターを庁内に設置し、複数の集

落営農組織が連携した広域連携法人の設立を支

援します。これにより、園芸品目の大規模導入

や機械費用の削減などによる、経営の効率化を

図っていきます。

また、地域農業経営サポート機構については、

これまで１２機構が設立されていましたが、新

たに玖珠町と九重町における取組を支援し、県

内１４機構で担い手不在集落の農地管理などに

対応していきます。

おおいたブラ小関おおいたブランド推進課長

ンド推進課関係分について御説明します。

８１ページをお願いします。下段、「ベリー

ツ」ブランド確立対策事業費２，９９３万８千

円です。

この事業は、県産いちごベリーツのブランド

を確立するため、高品質・安定生産に向けた生

産対策及びギフト・高級スイーツ用の販売に向

けた流通対策等に取り組むものです。

まず生産対策では、大玉生産や食味等品質平

準化に向けた技術確立のための高収益モデル実

証圃の設置、炭酸ガス燻蒸装置といった品質・

収量を高める設備の導入助成などを実施します。

流通販売対策では、百貨店や高級果実専門店

への販促活動の強化、イベントやＳＮＳ等を活

用した情報発信、品質保持に向けた輸送試験な

どの取組を行います。

畜産振興課関係分について河野畜産振興課長

御説明します。

１００ページをお願いします。一番上、おお

いた和牛流通促進対策事業費４，７７８万１千

円です。

この事業は、おおいた和牛の認知度向上や流

通拡大を図るため、戦略的なＰＲ対策を実施す

るものです。

来年度はインフルエンサー等を活用し、おお

いた和牛の情報発信をさらに強化するとともに、

都市部等の情報発信拠点であるサポーターショ

ップを１９店舗から２６店舗に拡大し、サポー

ターショップが主体となった地域イベントの開

催を支援します。

次に１０１ページをお願いします。下段、肉

用牛繁殖経営体確保・働き方改革推進事業費２，

９４３万３千円です。

この事業は、将来の基幹的肉用牛繁殖経営体

の確保に向け、新規就農者が行う畜舎の新築・
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改修と省力化機器の整備に対し、助成するもの

です。また、作業の外部化を推進するため、県

域ヘルパー組織の設立を支援していきます。

農村整備計画課関係分加藤農村整備計画課長

について御説明します。

１１９ページをお願いします。一番下、水田

畑地化等基盤整備促進事業費１，２３０万円で

す。

この事業は、水田の畑地化による園芸品目の

導入を促進するため、その導入品目に必要な水

源や耕作土を確保するものです。来年度は、由

布市平石地区の梨やキウイ団地、津久見市長目

地区のみかん団地の整備に向けて、ボーリング

調査など水源確保対策を行います。また、県北

地域において、水田の畑地化を進めるにあたり、

白ねぎ等の耕作土を確保するため、土質調査な

どを実施します。

林務管理課関係分について中野林務管理課長

御説明します。

１４３ページをお願いします。中段、林業再

生県産材利用促進事業費５億８，１０５万５千

円です。

この事業は、県産材の需要拡大と製品加工の

低コスト化を図るため、木材加工施設等の整備

を支援するものです。来年度は、新たに製材所

等が実施する労働環境改善への取組に対しても

支援を行います。

その下、木造建築物等建設促進総合対策事業

費１億１，９８８万６千円です。

この事業は、県産材の需要拡大を図るため、

木造建築物の普及に向けた取組を支援するもの

です。令和２年度は、今年度に製作した中低層

木造ビルの標準モデルを活用した建築物の建設

に対し、建設費等の一部を助成します。

１５８ページをお願いします。上段、林業専

用道整備促進事業費７億８，５７６万円です。

この事業は素材生産コストの低減を図るため、

木材等のトラック運搬が可能な林業専用道の開

設支援などを行うものです。来年度からは、耐

久性強化を図るため、鉄鋼スラグを活用した路

床改良を行う場合の上乗せ助成や、豪雨等で崩

壊の危険性がある法面の保護工等に対する助成

を行います。

森林保全課関係分について樋口森林保全課長

御説明します。

１６５ページをお願いします。災害に強い森

林づくり推進事業費７，２６５万９千円です。

この事業は、河川沿いや尾根・急傾斜地の人

工林を、広葉樹林化等により災害に強い森林へ

誘導するものです。新たな取組として、シカ等

の獣害被害により成林の見込みがなく、土砂流

出のおそれがある森林を対象に、コウヨウザン

等の成長の早い樹種を再植栽し、早期の林地化

を推進します。

水産振興課関係分について高野水産振興課長

御説明します。

２０５ページをお願いします。沿岸漁場基盤

整備事業費１０億８，４２４万５千円です。

この事業は、本県沿岸水域の漁業生産力の増

大や漁場環境を保全するため、魚礁・増殖礁の

整備や、藻場・干潟の機能保全に向けた母藻の

設置、モニタリング調査等を行うものです。

特に令和２年度からは、需要が伸びているヒ

ジキの増殖を進めるため、豊後高田市香々地町

地先にて、ヒジキ増殖礁の整備に向けた測量・

設計を開始します。

２０６ページをお開きください。中段、沿岸

漁業振興特別対策事業費９９１万３千円です。

この事業は、沿岸漁業の振興を図るため、漁

場や漁業近代化施設、流通加工施設等の整備な

どを支援するものです。令和２年度は、漁業生

産性の向上に資する活魚〆処理機や鮮魚運搬用

保冷車等の整備に対して助成します。

以上で主要な事業の説明を終わります。

以上で説明は終わりました。井上委員長

これより質疑に入ります。

畜産の牛肉の輸出で、中国に輸出が木田委員

これから可能になるような見込みがあるという

ことで、今後展開していくということですけれ

ども、中国はかなり広いですけれども、中国の

方はどういった肉質を好んで食される傾向にあ

るのか、そういったニーズも捉えて、今後の大

分の牛の輸出を考えていくんだとかいう考え方

があるのかどうか、教えていただきたいと思い
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ます。

中国については、台湾、香河野畜産振興課長

港等を通して輸出がされていまして、やっぱり

ステーキと、それから良質の４等級、５等級の

上物が中国に向けて、そして、新聞等でも出て

いましたけれども、中国とかアジアでは味より

も柔らかさということで、４等級、５等級の日

本国内では外食向けで出ている部分についてが

中国にこれから輸出できるのではないかという

ことで期待はしています。

柔らかい肉ということで、おおいた木田委員

和牛とかいう系統が中国では人気を呼ぶんじゃ

なかろうかという戦略でこれからいこうという

考え方でよろしいですか。

おっしゃるとおり、おおい河野畜産振興課長

た和牛を前面に押し出していけると思っていま

す。

３６ページのＧＡＰを活かす産地育河野委員

成事業費についてお伺いします。

まず、ＪＧＡＰの認証団体についてなんです

が、これはＪＧＡＰですから、いわゆるグロー

バルＧＡＰではなく日本固有の認証制度なんで

すが、例えば、農協単位として認証団体とする

のか、それともいわゆる農協などにある生産者

ごとの生産部会とか、こういったところも含め

て認証団体とするのか、まずそこについて教え

てください。

団体認証を中心に進め三浦地域農業振興課長

ていこうとしているんですけれども、この理由

自体は、個人で認証を取ろうとするとやはり費

用負担が大きくなるというのが第一にあります。

今、個人ごとの費用負担を削減するために団

体認証という手法を、あくまで個人認証をやら

ないわけじゃありませんけれども、団体認証を

進めようとしています。

この団体認証については、まず一つが、県農

協の中にＪＡおおいたＧＡＰ研究会という品目

を横断した組織があります。これに加入すれば、

どの品目であっても団体認証を受けられるとい

うシステムがあるので、農協の構成員というか、

県農協の部会の構成員はこちらに誘導していき

たいと。

ただ、これ以外でも団体グループ等で認証を

受ければ当然安くなりますので、任意のグルー

プで作ったものについても進めていきたいし、

既に大分県内でもお茶のグループで今年度末に

は認証取得予定のグループもあります。

この事業効果として、いわゆる団体河野委員

認証を受ける団体数をどのくらいまで持ってい

くとかいう年次計画があるのであれば教えてく

ださい。

団体数での目標は持っ三浦地域農業振興課長

ていませんけれども、ＪＧＡＰの認証農家数、

例えば、団体であれば、それの構成戸数を含ん

だ形になり、あと個別認証を持ったものもある

んですけれども、令和４年には２５０経営体ま

で持っていきたいと考えています。

３点ほど教えてください。二ノ宮委員

一つは、７３ページの高生産性水田農業強化

対策事業費で、この中に中山間地域におけるス

マート農業という言葉があるんですけど、さき

ほど原田委員が言いましたように、中山間地で

はスマート農業が難しいと思っています。この

ことについて少し詳しく教えてください。

それから、９３ページのここに日田、玖珠、

それから国東、津久見とか出ているんですけど、

これから産地の団体化、団地化と言うか、そう

いうのが必要と思うんですけど、例えば、庄内

梨とか、それから、畜産で私のところのことば

かり言うと悪いんですけど、阿蘇野地区では、

あの小さい地区に２７軒ぐらいの畜産農家があ

ります。そういうのを少し団地化ということで

手助けをしていくような、県下全体にそういう

方法がいいんじゃないかと思っています。その

ことについてです。

それから、１４９ページにおおいた林業アカ

デミーのことが出ています。入学式には行かせ

てもらったんですけど、約１０名ぐらいの人が

１年間勉強しています。

今、農業大学校の中に林業部門がないようで

す。それで、できればその林業アカデミーを２

年制にして短大化ができないか。もしできない

ようであれば、農業大学校の中に林業部門を設

けて、そして、そこを出た場合は技術的に短大
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卒の資格が取れるような方法というのが農林業

の振興につながると思っています。

以上３点です。よろしくお願いします。

７３ページの中田染農地活用・集落営農課長

山間地域におけるスマート農業の一貫体系とい

うことです。

当然中山間地域だと条件的には狭小な地域に

なりますけれども、そういった中において、ま

ずは経営栽培管理システム、ソフトで言うとア

グリノートといったものがあります。そして、

自動操舵トラクター、それから可変施肥田植機、

リモコン式の自動草刈り機といったものと、あ

と自動航行のドローンの施肥や防除といった一

貫体系による低コスト、省力化のモデルを何個

か作って、低コストのスマート農業を目指して

いきたいという取組です。

当然、平坦地域に比べて機械自体は小型のも

のになりますけれども、そういったものを活用

して、いかに中山間地域において低コスト、省

力化といった部分がどのくらいできるのかを実

証試験をしながら進めていきたいと考えていま

す。

９３ページの地域課題の関伊藤園芸振興課長

係です。そこには出ていませんけれども、来年

度から園芸団地づくり計画ということで、それ

を核として市町村が策定しますけれども、市町

村を巻き込みながら、園芸団地づくり計画を策

定して、それに沿って事業を展開していくとい

う取組です。

その中で、由布市庄内の梨もその課題の中に

入っており、それを中心とした産地づくりを形

成していくという支援をします。

こういった個別の地域課題には上がっていま

せんけれども、団地づくり計画を中心とした推

進をしていくということで御理解ください。

林業アカデミーについて御中野林務管理課長

質問でした。

農業大学校には林業部門が確かにありません

けれども、これは平成２８年に開講しまして、

これまで、今年まで含め延べ３４名が受講して、

会社等に送り出しています。

現在定員が１２名で、今年も枠も広げて募集

をかけたところで、今年度は１１名と。今のと

ころはニーズに応じた体制は整っているのでは

ないかと考えています。

今後、２年制が必要なのかどうか、そういっ

たところについては、また業界等の意見も聞き

ながら今後の検討課題とします。

７３ページ、スマート農業の実証二ノ宮委員

実験というのは、どこで何か所ぐらいやる予定

か一つ教えてください。

それから、庄内梨のことはよく分かりました。

これを少し広げて、畜産とか、そういう団地の

モデル的なものの中にこういう予算を入れてい

くのも一つの手じゃないかと思っています。

それと林業アカデミーですが、やはり私はい

つも言うんですけど、昔からあった立派な農業

高校が三つもなくなってしまったと。そういう

ことが今、地域の農業が疲弊している一つの要

因だと思っています。

それで、久住高原農業高校もあるんですけど、

そこに行くことによって短大の資格も取れて、

そして、技術的なものもと、林業アカデミーの

２年制がもしできなければ、農業大学校の中に

そういうものを考える時期に来ているのではな

いかと。これは要望です。

このスマート農田染農地活用・集落営農課長

業の実証モデル事業については、今のところ予

定は竹田市で行いたいと考えています。

最初に部長の説明で、大蘇ダム、末宗副委員長

あれで２７億円ほど竹田市の負担金という話だ

ったんだけど、一遍に払ったとかいうような説

明だったと思うんだけど、人間、常識的には一

遍に払わんで部分的に払いたいのが人情なんだ

けど、そのいきさつを教えていただけんか。

竹田市によると、今回、加藤農村整備計画課長

合併特例債の関係で、そちらが利用できるとい

うことで、それを一気に扱って、一括で繰上償

還したいという申出があります。その関係だと

思います。

竹田市は分かった。県はどうな末宗副委員長

っているの、これは。

県は従来どおり、その加藤農村整備計画課長

年度ごとのものを１回、県の負担分を借入れし
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まして、１４年間にわたって支払いをしていく

ということです。

要するに一括。どうなるの。末宗副委員長

県は一括ではありませ加藤農村整備計画課長

ん。（「ほな毎年やな。分かった」と言う者あ

り）

私も３点質問させてください。原田委員

５９ページの女性就農者確保対策事業費です

けど、これは施設整備に補助していますが、水

耕栽培というのは、ウーマンメイクなのかなと

思ったんです。

それと、この１週間、家でテレビを見る時間

が多くなったんですけど、見ていたら、女性が

農業を何か農福連携でやっている番組があった

んですけど、そういう人たちは多いのかなと思

ったんですけど、大分県内の女性就農者という

のは今、現状どうなっているのかを教えてくだ

さい。

それから、８２ページの農林水産物の輸出で

すけど、林産物でアフリカに試験出荷への助成

と書いてあるんですけど、これは何のことかな

と思ってお聞きします。

また、そういった需要があるのかなと思いま

すし、アフリカに送るとなるとコストも高くな

るので、採算が合うのかなと思ったので、ぜひ

内容を教えてください。

最後に１４３ページですけど、中低層の木造

ビルの標準モデル、九州モデルと。これは具体

的に何階建てぐらいまでができるのかを教えて

ください。

以上３点、お願いします。

女性の就農宇都宮新規就業・経営体支援課長

の状況というお話ですけれども、新規就農者の

女性の数の推移を御報告しますと、５年前の平

成２６年度が３８名、２７年度が５６名、２８

年度が５３名、２９年度が５４名、平成３０年

度が６１名という形で、年々女性の新規就農者

の数が増えてきていますので、女性にも農業に

入っていただいて、しっかり活躍をしていただ

こうということで、今回、女性の新規就農者の

事業も拡充したところです。

アフリカに向けての輸出の河野林産振興室長

件です。

アフリカにおいては、最近、経済成長著しい

エチオピア、それから、南アフリカの隣にある

ボツワナというところが木材利用等の動きが出

ています。

こちらに向けてトライアルで輸出をしたいと

思っていますが、金額的に申しても、船便で送

るということで、今、ノルウェーやフィンラン

ドから送られているホワイトウッドというもの

と十分に競争ができるということで、頑張って

いきたいと思っています。

それから、九州モデルにおいては、都市にお

ける耐火、準防火地域、防火地域において、木

造で３階建て、４階建てのビルが標準的に建て

られるという標準モデルを作成しました。次年

度以降、まちなかでそんなモデルの建設に向か

って努力していきたいと思っています。

宇都宮課長、ちょっと確認ですけど、原田委員

これはウーマンメイクの施設。

ウーマンメ宇都宮新規就業・経営体支援課長

イクに限っているわけではなくて、女性がやは

り軽量な作物でできるところで、今のところ、

水耕栽培を目指して事業を組み立てている状況

です。

ほかに御質疑はありませんか。井上委員長

〔「なし」と言う者あり〕

委員外議員の方は御質疑はありま井上委員長

せんか。

〔「なし」と言う者あり〕

ほかに御質疑等もないので、これ井上委員長

より採決にします。

本案のうち、本委員会関係部分については、

原案のとおり可決すべきものと決することに御

異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、本案のうち本井上委員長

委員会関係部分については、原案のとおり可決

すべきものと決定しました。

次に、第７号議案令和２年度大分県林業・木

材産業改善資金特別会計予算について、第８号

議案令和２年度大分県沿岸漁業改善資金特別会

計予算について及び第９号議案令和２年度大分
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県県営林事業特別会計予算について、一括して

執行部の説明を求めます。

予算概要の２２２ペ渡辺団体指導・金融課長

ージをお開きください。第７号議案令和２年度

大分県林業・木材産業改善資金特別会計予算に

ついて説明します。

予算額は、歳入・歳出とも表中、左から２番

目の予算額の一番下にあるとおり、１０億５６

２万３千円です。

次の２２３ページを御覧ください。主な内容

について御説明します。

林業・木材産業改善資金貸付金２億５千万円

です。

これは、林業・木材産業の経営者や従事者が、

新たに経営を開始する際に必要な機械の導入や、

林産物の生産性や品質を向上させる機械や施設

整備などに必要な資金を無利子で貸し付けるも

のです。

次の２２４ページをお開きください。一番上、

木材産業等高度化推進資金貸付金３億７,５０

０万円です。

これは、木材の生産・流通の合理化や木材供

給の円滑化を図るため、素材・製材品等の購入

や木材の加工流通システムの整備のために必要

な資金を、金融機関との協調融資により、低利

で貸し付けるものです。

続いて、予算概要の２３０ページをお開きく

ださい。第８号議案令和２年度大分県沿岸漁業

改善資金特別会計予算について説明します。

予算額は、歳入・歳出とも表中、左から２番

目の予算額の一番下にあるとおり、２億１８９

万５千円です。

次のページを御覧ください。主な内容につい

て御説明します。

沿岸漁業改善資金貸付金２億円です。

これは、沿岸漁業従事者の、漁業経営や生活

の改善、並びに青年漁業者の育成確保を図るこ

とを目的として、作業の効率化や安全性を向上

させる施設整備等に必要な資金を無利子で貸し

付けるものです。

第９号議案令和２年度大分蔵原森林整備室長

県県営林事業特別会計予算について説明します。

２３４ページをお開きください。

左から２番目の予算額の欄にあるように、歳

入・歳出とも５億８，６９３万６千円です。

この事業は、県営林や県民有林が有する公益

的機能を最大限発揮するため、森林の伐採や保

育を実施するとともに、分収交付金の支払や借

り入れた県債の利子を償還するものです。

２３５ページを御覧ください。主な内容につ

いて御説明します。

上から２番目、伐採事業費８,８６７万９千

円です。

これは、県民有林の伐採で得た収入を分収割

合により精算金として土地所有者に交付する分

収交付金の支払などを実施するものです。

以上で農林水産部の特別会計予算案の説明を

終わります。

以上で説明は終わりました。井上委員長

これより質疑に入ります。

沿岸漁業改善資金の貸付けで、実際河野委員

に青年漁業者の養成確保資金という形、これの

近年の貸付実績というのを教えていただきたい

んですが。

最近あったのはエン渡辺団体指導・金融課長

ジンの乗せ換え等でして、ここ数年については、

貸付けについての実績はありません。

漁協等に伺うと、青年層の育成が大河野委員

分県として非常に手薄であるという御意見があ

って、漁業者の皆さんが担い手となる青年層が

育たないことを非常に心配されていると。家族

経営がほとんどですから、なかなか後継者がい

ないことについて、何らかの対策を県として考

えられているか、聞かせてください。

水産振興課で担い手確保の高野水産振興課長

対策をしていますので、私からお答えします。

新規就業者については、近年、７０名程度で

推移している状況です。

主な対策としては、まず、水産海洋科学高校

とかの高校生のインターンシップを実施したり、

Ｉターンの社会人の定着とか、こういった漁業

学校を実施して、確保している状況です。

今年から新たに新規就業を募集するためのパ

ンフレットを作成して、自衛隊とか大学生も対
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象に含めて、そういった方々にも漁業就業して

いただく取組を考えているところです。

ほかにありませんか。井上委員長

〔「なし」と言う者あり〕

委員外議員の方は御質疑はありま井上委員長

せんか。

〔「なし」と言う者あり〕

ほかに御質疑等もないので、これ井上委員長

より採決に入ります。

まず、第７号議案令和２年度大分県林業・木

材産業改善資金特別会計予算について、原案の

とおり可決すべきものと決することに御異議あ

りませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、本案は、原案井上委員長

のとおり可決すべきものと決定しました。

次に、第８号議案令和２年度大分県沿岸漁業

改善資金特別会計予算について、原案のとおり

可決すべきものと決することに御異議ありませ

んか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、本案は、原案井上委員長

のとおり可決すべきものと決定しました。

次に、第９号議案令和２年度大分県県営林事

業特別会計予算について、原案のとおり可決す

べきものと決することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、本案は、原案井上委員長

のとおり可決すべきものと決定しました。

次に、第３８号議案令和２年度における農林

水産関係事業に要する経費の市町村負担につい

て執行部の説明を求めます。

委員会資料の５ページ田邉農林水産企画課長

をお願いします。

第３８号議案令和２年度における農林水産関

係事業に要する経費の市町村負担について御説

明します。

これは、令和２年度当初予算案に計上してい

る農林水産関係事業に要する経費の一部につい

て、市町村からの負担金を充てるため、その負

担割合を定めることについて、法の規定により、

議会の議決を求めるものです。

表の左に関係する事業の事業名を並べていま

すが、一番右に各事業の令和２年度の市町村負

担割合をお示ししています。

令和元年度の負担割合から変更があるものに

ついては、いずれも事業メニューの追加や事業

実施箇所の変更によるものです。表の下に事例

を記載していますが、（１）国営かんがい排水

事業については、竹田市大野川上流地区の竹田

市負担分の償還開始に伴い、市町村負担率を定

めるものです。

（２）経営体育成基盤整備事業（農村生活環

境基盤整備）については、米水津地区において、

鳥獣侵入防止柵の整備開始に伴い、市町村負担

率の変更が生じるものです。

今回の議案の提出にあたっては、負担率の変

更を伴う事業を含む全ての事業について、事前

に関係市町村から同意をいただいています。

以上で説明は終わりました。井上委員長

これより質疑に入ります。どなたかありませ

んか。

〔「なし」と言う者あり〕

委員外議員の方は御質疑はありま井上委員長

せんか。

〔「なし」と言う者あり〕

別に御質疑等もないので、これよ井上委員長

り採決します。

本案は、原案のとおり可決すべきものと決す

ることに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、本案は、原案井上委員長

のとおり可決すべきものと決定しました。

次に、第３９号議案大分県農林水産業振興計

画の変更について、執行部の説明を求めます。

第３９号議案大分県農田邉農林水産企画課長

林水産業振興計画の変更について御説明します。

本計画については、これまで、本常任委員会

で御議論いただき、市町村や関係団体等からも

御意見をいただいてきたところです。また、年

明けよりパブリックコメントを実施し、県民の

皆さんからも、要望等を含め４０件の御意見を

いただきました。これらを踏まえ、本定例会に

おいて、最終案として上程しています。
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資料として、大分県農林水産業振興計画（改

訂案）の概要をお配りしていますので、こちら

で御説明します。

計画の中心となるのは、上段の真ん中にある

Ⅰ構造改革の更なる加速で、今後の取組の柱と

なる施策方針等を、農業・畜産・林業・水産業、

そしてスマート農林水産業の５項目に分けて記

載をします。

まず、①水田の畑地化による高収益な園芸品

目等への生産転換です。平成２９年度に畑地化

の取組を開始し、３０年度までの２年間で約１

４０ヘクタールの畑地化を実現しており、今年

度も目標の１００ヘクタールを達成する見込み

です。今後とも、令和１０年度目標１，５００

ヘクタールに向かってスピード感をもって取組

を進めていきます。

個別の取組としては、排水対策などの農地整

備を進めるほか、リース事業等による初期投資

の負担軽減などを行います。

また、資材費等の助成など米から園芸品目へ

の転換リスクの軽減を支援するほか、作業工程

に機械化一貫生産体系の導入を推進し、大規模

な園芸産地を育成します。また、出口対策も重

要ですので、全農の大分青果センターやＲＯＲ

Ｏ船を活用し、関東方面等への販売力を強化し

ていきます。

次に、②全国トップレベルの肉用牛産地づく

りですが、繁殖雌牛・肥育牛の増頭対策を継続

的に進めるほか、枝肉重量・肉質等を高めてい

けるよう、技術指導力を強化していきます。ま

た、ゲノム育種価評価も積極的に活用しながら

高能力牛の造成に取り組みます。加えて、生産

者の経営安定に向けた飼料コストの低減に取り

組むほか、ヘルパー制度など作業の外部化を進

めます。また、おおいた和牛については、サポ

ーターショップを現在の１９店舗から、来年度

は２６店舗まで拡大させたいと考えています。

次に、③循環型林業の確立による林業・木材

産業の成長産業化ですが、今回の改訂において

は、新たに主伐後の再造林率を指標として設定

し、平成３０年度時点で７１％の再造林率を令

和６年度には８０％まで引き上げます。

個別の取組としては、主伐・再造林の一貫施

業を担うことのできる中核林業経営体の育成を

進めるほか、施業の集約化や路網の整備、高性

能機械による作業の効率化や苗木の生産基盤の

整備などを支援します。また、高品質乾燥材な

どの加工・供給体制の整備やサプライチェーン

の構築を進めます。

次に、④水産業の資源管理の強化と成長産業

化ですが、水産資源の早期回復に向けて、資源

管理の公的規制や自主規制の徹底、種苗放流の

拡大支援などに取り組みます。また、赤潮対策

を強化するほか、フィレ加工など産地加工体制

の整備などを支援します。また、県内宿泊施設

での県産魚の利用拡大を進めるほか、関東圏で

の販売促進に向け、おおいたの魚パートナーシ

ップ量販店を拡大展開していきます。

次に、⑤スマート農林水産業の実現では、園

芸施設のモニタリングシステム等による収量・

品質の高位平準化やドローン等の活用による管

理作業の省力化などに取り組みます。後ほど詳

しく御説明しますが、昨年１２月に定めた大分

県スマート農林水産業推進方針に沿って、具体

的な取組を進めていきます。

次に、Ⅱマーケットインの商品（もの）づく

りの加速では、①マーケットに対応した流通・

販売力の強化として、東京や京都などの拠点市

場でのシェア拡大やＳＮＳ等による県産農林水

産物の魅力発信を進めます。現在、京都・大阪

を中心に、園芸戦略品目に関してシェア第１位

を獲得している拠点市場数は１０まで伸びてい

るところであり、引き続き、取組を強化してい

きます。

②新たなマーケットの創造では、食品企業と

連携した産地づくりを進めるほか、乾しいたけ

については、先月２０日に発表しました新ブラ

ンドうまみだけのブランド展開を進めます。

③産地間競争に勝ち抜く生産力の強化では、

ベリーツや甘太くんなど園芸戦略品目の生産拡

大と高品質化などに取り組みます。ベリーツに

ついては、令和元年産の生産面積は１３ヘクタ

ールとなり、さがほのかからの生産転換が着実

に進んでいますが、令和４年には全てを転換す
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べく、生産面積４０ヘクタールを目標に取り組

んでいきます。

④安全・安心な商品の供給体制の充実では、

有機農産物の大ロット・安定出荷体制の確立や

ＪＧＡＰ認証の取得促進などに取り組みます。

⑤新たな需要を獲得する戦略的な海外展開で

す。輸出額については、平成３０年度に過去最

高の２５億円に達したところですが、今年度は、

台湾向けの牛肉が好調な上、関税が削減された

北米向けのトライアル輸出も開始されました。

また、中国向けの養殖クロマグロの増加に加え、

ＥＵ向けの定期出荷も開始されたところであり、

新型コロナウイルスの影響も心配されるところ

ではありますが、昨年度の数字を上回る見込み

です。引き続き、輸出相手国・輸出量・輸出品

目の三つの拡大を取組の柱に、海外展開を図っ

ていきます。

次に、Ⅲ産地を牽引する担い手の確保・育成

では、①将来を担う稼ぐ経営体の確保・育成と

して、就農学校等の研修制度を充実させるほか、

企業参入や集落営農の経営発展などにも引き続

き取り組みます。また、女性の新規就農を後押

しするための研修体制の構築なども進めます。

次に、②農林水産業を支える多様な人材の活

躍として高齢者や障がい者、外国人、移住就農

者などに対する支援に取り組むとともに、③経

営体を支えるシステムの強化では、大規模集出

荷等に対応した鮮度保持・輸送技術の開発や温

暖化に対応できる栽培管理技術の開発や普及な

どを進めます。

Ⅳ元気で豊かな農山漁村づくりでは、まず、

①豊かな地域資源を活用した価値の創出として、

観光業等との連携による農林水産業の魅力発信

や森林環境譲与税の有効活用による経営放棄森

林の整備などに取り組みます。令和３年には本

県で全国育樹祭が開催されますが、大会を契機

として、森林を守り育む県民意識の醸成を図る

ことはもとより、将来の職業としての林業への

興味関心を高めるため、体系的・継続的な森林

・林業教育の推進体制の構築にも取り組んでい

きます。

次に、②地域で育む農山漁村づくりです。担

い手不在集落の農地管理等を広域で支援する地

域農業経営サポート機構については、現在、１

２の機構が活動を展開していますが、来年度は

１４機構まで拡大していくこととしています。

また、直売所の活性化に向けた取組、水路や棚

田等の維持保全に向けた日本型直接支払制度の

活用を進めます。

③安全で効率的な生産環境の整備では、ほ場

の再編整備や農業水利施設等の長寿命化などを

進めます。ため池については、防災重点ため池

１，１１２か所を中心に、計画的な改修や廃止

を進めるとともに、ハザードマップの作成など、

ハード・ソフト両面から対策を講じていきます。

最後に、④鳥獣害対策の効果的な推進です。

被害額は、プラン基準値の平成２６年度の２億

７，４００万円から、平成３０年度は１億９，

２００円と年々減少していますが、依然として

被害は深刻ですので、令和６年度の被害額を１

億４千万円以下とする目標に向かって、総合的

に取組を進めていきます。

右上を御覧ください。目標指標とする農林水

産業による創出額の目標数値は２，６５０億円

とし、現行目標の２，５００億円から上方修正

したいと考えています。

県はもちろん、市町村や農林水産業の関係者

が共に目線を高く持ち、創出額の反転増加に向

けた行動に移していくための目標値の規模とし

ています。高いハードルではありますが、毎年

度の進捗管理を徹底し、関係者一丸となって、

目標達成に向けて取り組んでいきます。

次に、議案別冊、大分県農林水産業振興計画

（改訂案）を御覧ください。

前回１２月の委員会でお示しした素案段階か

らの主な変更点等について御説明します。

３３ページをお願いします。③水田農業です

が、現状と課題の２ポツ目に、本県の米の品種

がヒノヒカリに集中していることが、令和元年

産の作況低下の一因とも考えられることなどか

ら、気象変動や病害虫への対策として、これか

らの基本方向の２ポツ目に、水稲の作期分散を

図るため、ヒノヒカリからの品種転換を進める

旨を追記しました。また、主な取組の①経営規
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模の拡大と低コスト化の推進の４ポツ目に、ヒ

ノヒカリと作期が異なるつや姫等の作付拡大を

進める旨を追加しました。

次に５２ページをお願いします。３経営体を

支えるシステムの強化ですが、主な取組の②試

験研究機関の機能強化と普及指導体制の充実の

４ポツ目に、大径材の用途拡大につながる新た

な製品の開発を追加しました。これはパブリッ

クコメントの意見を踏まえた修正で、大径材を

活用した非住宅建築物など中・大規模木造建築

物で利用できる梁材などの開発を進めていきま

す。

次に５８ページをお願いします。３安全で効

率的な生産環境の整備ですが、主な取組に関し

て、次のページの②総合的な防災・減災対策の

推進の一番下の項目を御覧ください。修正前は

災害からの復旧・復興を担う農業土木等の技術

者の確保・育成としていましたが、これを農業

土木等から農林水産業の土木技術者として修正

し、農業のほか、林業や水産の各分野での土木

技術者の確保・育成の方向性について、記述を

明確にしました。

以上で説明は終わりました。井上委員長

これより質疑に入ります。

マーケットインの商品（もの）づく原田委員

りの加速のところで、１０個の品物で市場でト

ップシェアと言われていましたけど、その１０

個の品目を教えていただけませんか。

品目としては、小関おおいたブランド推進課長

いちご、こねぎ、白ねぎ、ピーマン、高糖度か

んしょ、にら、トマト、キク、ハウスみかん、

かぼすです。

さきほど鳥獣被害のことをちょ末宗副委員長

っと言いよったんですがね、被害額はさきほど

２億７千万円が１億９千万円とか言われていた

と思うんだけど、これは鳥獣が減って被害額が

少なくなるのではないんじゃないかと僕は思っ

ているんです。

柵をするき、農地に入らんだけでね、僕が県

道を通ったら、夜は通られんごとシカとイノシ

シがたくさん出てね、一遍、交通止めにせえと

いうぐらいに怖いんよ、夜。そこら辺りをどん

なふうに今、鳥獣被害の対策を考えてあるのか

ね。

鳥獣被害についての吉松森との共生推進室長

御質問です。

被害額については、各市町村からの農林水産

被害額を集計した値を県で集計しています。い

わゆる道、県の都市道とか、道路沿いに出てく

るような鳥獣については、被害額としては計上

は当然されていません。それから、家庭菜園に

ついても、被害額としては計上はされていませ

ん。

そういう鳥獣被害を与えるものについては、

捕獲の対策をしています。シカについては捕獲

対策を進めていますので、妊娠期にあたる猟期

にあたっては、報奨金の単価も上乗せをして対

応しています。

イノシシについては、夏場の睡蓮等が実る時

期についての被害が大きいものですから、その

時期についての報奨金を支給して対応している

状況です。

それから、防護柵については、当然防護柵を

設置するだけでは効果はありませんので、集落

ぐるみで維持管理ですね。当然イノシシがまた

掘れば、そこから中に入って農作物等に害を及

ぼしますので、そこら辺はうちの広域普及員、

それから毎年、鳥獣害アドバイザーを養成して

いまして、地元の方にも参加してもらって、動

物の生態についての習性とかを学んでもらって、

被害対策に地元で持ち帰って活用してもらって

いる状況です。

被害については、なかなか一気に減るという

ものではありませんので、地道な対策を総合的

にしていきたいと考えています。

ちょっと答弁が長いんだけど、末宗副委員長

僕が聞きたかったのは、要するにイノシシとか

シカが減って被害額が少なくなったんじゃない

気が僕はしているとさきほど言ったんだけどね。

そこら辺りはイノシシとかシカが減って被害額

が少なくなったならいいんだけど、それがそれ

じゃないんじゃないかと僕が思ったもんだから、

そこの質問をしたんだけど、答弁はどっちかよ

く分からんのよ。
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シカについては、１吉松森との共生推進室長

頭しか雌が産まないので、捕獲対策を進めてい

ます。毎年４万頭ほどのシカの捕獲を進めてい

ますので、確実に減っていると思います。

イノシシについては、多産で、毎年５、６頭

産む生態がありますので、そこは被害に対して

の加害獣ですね、いわゆる農地に被害を与える

加害獣の捕獲を進めています。

いわゆる個体数の調査は、イノシシはやって

いませんので、実際減っているかについては、

そこはデータとしては出てきていません。

最後に、要するに県道の農村部末宗副委員長

を通るとシカからにらみつけられるんや。現実

がね、シカがとてもじゃないけど、減ったよう

な感覚がないんよ。だから、どうしようかなと。

引き返すわけにもいかんしね、帰るのにしょう

がないんだけど、あれを見たらね、シカがさき

ほどは増えているわけないという感覚だけど、

減っているという感覚も全くないんよ。そこ辺

り、ちょっと統計の取り方もよく分からんけど、

現実に減ったという感覚を持てるように頑張っ

てもらうよう要望しておきますわ。

ほかにありませんか。井上委員長

〔挙手する者あり〕

すみません、小関おおいたブランド推進課長

さきほどの答弁を修正させていただきたいと思

います。

品目としては７品目です。さきほど申しまし

た中で、トマトとキクとハウスみかんは外して

いただきたいと思います。市場数が延べで１０

市場ということになります。７品目１０市場で

すね。

私から一つだけですが、水田農業井上委員長

のところで、ヒノヒカリ一辺倒からちょっと変

えていくということで、つや姫の導入、それは

いいと思うんですが、ヒノヒカリが主流である

ことには変わりがないということでよろしいん

でしょうか。

昨年、元年産の田染農地活用・集落営農課長

水稲の被害は作況で８５ということで、佐賀に

次いで２番目に悪かったという状況の中で、や

はり主要因はウンカと、要は気象の関係ですね。

それに加えて、ヒノヒカリが当県では作付面積

の７５％を占めているということで、一極集中

にあったことがこの被害を助長したという考え

の下に、つや姫に品種を分散させて、被害を受

ける度合いを軽減したいという考えです。

飽くまでも、今、大分県の品種の中でヒノヒ

カリというのはかなり古い品種なんですけれど

も、市場から高い評価を受けていますので、現

段階ではヒノヒカリが主力品種という考えで間

違いありません。

ヒノヒカリ、特に山間部でできる井上委員長

ヒノヒカリとか、非常に味がいいということで

大変評判もいいと思いますので、また引き続き

よろしくお願いします。

そのほかにありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

委員外議員の方は御質疑はありま井上委員長

せんか。

〔「なし」と言う者あり〕

ほかに御質疑等もないので、これ井上委員長

より採決します。

本案は、原案のとおり可決すべきものと決す

ることに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、本案は、原案井上委員長

のとおり可決すべきものと決定しました。

次に、第４０号議案大分県国営土地改良事業

負担金徴収条例の一部改正について、執行部の

説明を求めます。

委員会資料の６ページ加藤農村整備計画課長

をお願いします。

第４０号議案大分県国営土地改良事業負担金

徴収条例の一部改正について御説明します。

１条例の概要ですが、本条例は、国営土地改

良事業の事業費のうち、受益者から県が徴収す

る負担金について必要な事項を定めたものです。

２改正の理由ですが、本条例で規定する国営

土地改良事業のうち、国営かんがい排水事業、

大野川上流地区が令和元年度に事業完了します。

事業完了公告後８年以内に、受益者がその受益

地を目的以外の用途に供した場合に、県の負担

金を特別徴収金として受益者から徴収するため
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に必要な規定を、条例に新たに追加するもので

す。

施行日については、公布の日としています。

以上で説明は終わりました。井上委員長

これより質疑に入ります。どなたかありませ

んか。

〔「なし」と言う者あり〕

委員外議員の方は御質疑はありま井上委員長

せんか。

〔「なし」と言う者あり〕

別に御質疑等もないので、これよ井上委員長

り採決します。

本案は、原案のとおり可決すべきものと決す

ることに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、本案は、原案井上委員長

のとおり可決すべきものと決定しました。

以上で付託案件の審査を終わります。

ここで、５分間休憩します。

午後３時４１分休憩

午後３時４６分再開

それでは再開します。井上委員長

次に、執行部より報告をしたい旨の申出があ

りましたので、これを許します。

まず、①の報告をお願いします。

資料の７ページをお願田邉農林水産企画課長

いします。

農林水産業に関しては、暖冬による野菜価格

の低下、また、インバウンドの減少などによっ

て枝肉価格や子牛価格が下降気味にある中、新

型コロナウイルスの影響がどの程度、出荷や価

格動向などに影響を与えているのか、見極める

のは難しい状況にありますが、現時点で顕在化

している影響と対策についてまとめましたので

御報告します。

まず、野菜については、ホテル等の食で使う

つまもの類を中心に需要が低迷しているので、

出荷動向等を注視しながら、販促イベントなど

に取り組んでいきます。

なお、一番右にある国の対策として、学校給

食用の未利用食品をフードバンク等で活用する

際の支援策が打ち出されており、県を通さずに

国が直接執行する仕組みですが、今後、こうし

た対策の周知、あるいは活用など、関係部局と

も連携し、速やかに対応していきます。

また、表の下に記載している資金繰り対策も、

実質無利子化など有利な条件で各種資金が用意

されているところであり、しっかりと周知して

いきます。

花きについては、スイートピーを中心に、イ

ベントの縮小や廃止によって需要が減り、単価

が下落していることから、ＪＲ駅舎や大分空港

を花で彩る花いっぱいプロジェクトなどＰＲ活

動に取り組んでいるところです。

牛肉については、特に高級部位に影響が出て

いるので、臨時の消費拡大キャンペーンやＳＮ

Ｓを活用したＰＲを展開しています。また、表

の下に記載している収入補填対策としては、い

わゆる牛マルキンが用意されています。

牛乳については、学校給食用のキャンセルに

伴い、一部が生乳よりも単価の低い加工用に用

途変更されていますが、国がその価格差を直接

支援する対策が用意されています。

木材については、下段の輸出に関して、中国

の国内で物流が停滞し、上海で荷揚げ作業が遅

延するなど、影響が出ています。

水産物については、高級魚を中心に出荷量が

減っているので、量販店等での販促活動に取り

組みながら、引き続き、出荷等の状況を注視し

ているところです。

次に、２外国人技能実習生等の動向ですが、

農業について、今後、中国人実習生の受入れが

難しくなる可能性もあります。現在、送り出し

国は多様化しており、そうした状況の中で、そ

れぞれの生産現場において、工夫をしながら対

応していただいています。

事態は日々変化していますが、引き続き、県

内農林水産業の現況等を注意深く見ながら、影

響が最小限に抑えられるよう、今後発表される

予定の国の緊急経済対策も見据え、きめ細かく

対応していきたいと考えています。

以上で説明は終わりました。井上委員長

これより質疑に入ります。

資金繰り、これがよく分からな末宗副委員長
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いけどね。国が政策金融公庫、大分県も大分県

信用保証協会とか、各市町村もあるんだろうけ

ど、どの分を使っていいか聞かれたときに、ど

の分が該当するとかいうのは、よく俺は説明し

きらんのよね。その辺りはどんな説明したらい

いかと思って。

委員おっしゃるとお渡辺団体指導・金融課長

りで、各農家によってこれまでの資金のお付き

合いですとか、そういったものもあるので、委

員言われました日本政策金融公庫だとか、ＪＡ

の信用農業協同組合連合会ですね、そちらや、

市町村でも振興局でもいいんですが、御相談を

いただければ、その状況をよくお聞きした上で

どういった形がいいか、どの資金がいいかとい

うことも含めて話ができると思います。

これ、重複してるんかな、して末宗副委員長

ないんかな。例えば、金融機関に行ったら、自

分のところを使ってもらいたいときは、うちの

方がいいぞと言うんだけどね。本当にどれを使

うときにどこに行ったら一番利用者が便利がい

いか。それと、利用者はなかなか書類を作るの

が大変でね、特に農業者はそういうのが大変だ

と思うんだけど、そこ辺りを簡単にできるよう

に今しているんかどうかと。

これは借金だけんね、返す気がない者に貸す

というのが、また金融機関も難しいところがあ

るからね、そこ辺り含めてちょっと説明しても

らえんかね。

さきほど言いました渡辺団体指導・金融課長

とおり、お付き合いの部分とかもあると思いま

すけれども、今回の部分の対策について言えば、

基本的に日本政策金融公庫のセーフティネット

資金でだとか、スーパーＬ資金だとか、あと農

協等でやっています農業近代化資金についても、

金利は無利子ということでお貸ししているとこ

ろです。

ですので、そういう意味で今回のコロナ対策

という部分で言ったら、あまりどこがいい悪い

というのはない中での御相談ができると思って

います。

提出していただく資料等についても、従来か

ら少しずつ、なるべく簡素化するようには考え

ているんですけれども、特に今回の場合につい

ては、なるべく早く出せるような形で、特に公

庫のセーフティネット資金等については、かな

り書類も簡素化して早く出せるようなことを心

がけてやっていると聞いています。

徹底しちょっとくれ。言うとっ末宗副委員長

てくれ。

ほかにありませんか。井上委員長

〔「なし」と言う者あり〕

私から一つ、木材の関係ですね。井上委員長

このままもし景気が低迷すると、今の状況だと

低迷しそうなんですけど、新築どころじゃない

と、製品が動かなくなるんじゃないかというこ

とで、既に製材所が買い控えるような動きが見

えるんですね。

ただ原木というのは、目標が年間１６０万立

米に設定していますけど、その立米数にこうい

う状況の場合はこだわることはないと思います。

また、認定事業体が補助金をもらって高性能林

業機械を買った場合、何年間に何割増しという

出材量のノルマがありますが、そういうのを、

これは国が決めたことですけど、国にも働きか

けて、それを一時的に凍結するか猶予するとか、

そういうことをしないと木材がだぶついて暴落

しかねないという懸念も感じていますので、ま

たその辺のところをいろいろと注視していただ

きたいと思っています。これは要望です。

ほかにありませんか。井上委員長

〔「なし」と言う者あり〕

委員外議員の方は御質疑はありま井上委員長

せんか。

〔「なし」と言う者あり〕

ほかに御質疑等もないので、次に、井上委員長

②及び③の報告をお願いします。

別冊資料１の大分県酪農振梅木畜産技術室長

興計画（案）について御報告します。

委員会資料の８ページをお願いします。

本計画は、酪農振興に向け、酪農関係者が一

丸となり、今後４年間、重点的に取り組むべき

事項や目標数値などを示すものです。

一番上にあるように、県下の酪農を取り巻く

状況は、高齢化・担い手不足に伴う生産基盤の
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弱体化や雇用労働者不足による規模拡大の制約、

育成牛不足など、様々な課題に直面しています。

そこで、本計画では、酪農経営の目指す姿とし

て、Ⅰ目指す姿にあるように、情勢に左右され

ない安定的経営継続、高収益・働きやすい魅力

的な経営体の育成、環境と調和した酪農の推進、

消費者へ安心安全な牛乳・乳製品の安定的な供

給を掲げ、Ⅱ目標として、２０２３年の生乳生

産量９万６千トン、産出額１０１億円を目指し

て、一つ一つの課題解決を図っていきます。

下の方にあるように、重点施策の第一は、生

産基盤の強化です。

高能力搾乳牛の作出を図るため、遺伝子検査

による高能力雌牛の保留やゲノミック評価を活

用した性判別精液の利用を促進します。また、

搾乳牛の飼養環境の改善に向け、カウコンフォ

ートや暑熱対策等の取組を支援します。規模拡

大や増頭も重要であり、国の畜産クラスター事

業等の活用により施設整備を支援するともに、

新規参入者と公共牧場、空き牛舎とのマッチン

グ等を行います。

また、安価な国産飼料であるＳＧＳを活用し、

飼料コストの低減を図るとともに、預託牧場の

拡充に対して、関係団体等との調整を進めてい

きます。

第二に、労働条件・環境の整備です。酪農家

の労働負担の軽減に向け、作業外部化を進める

ため、ＴＭＲセンターの利用促進や酪農ヘルパ

ー組織の強化を図るとともに、先端技術を活用

した飼養管理等の省力化についても効果検証を

実施しながら、推進していきます。また、就農

フェア等で酪農の魅力を紹介することで、将来

の担い手確保に取り組みます。

第三に、消費・流通対策です。酪農に対する

理解醸成のため、児童の牧場体験など、教育現

場と連携した酪農教育を推進します。また、消

費者に牛乳・乳製品の健康に対する必要性を知

ってもらうための食育・酪農体験イベントを実

施するほか、自ら生産した生乳を消費者に届け

たいという思いを持つ酪農家に対しては、６次

化の支援を行います。

こうした三つの重点施策を柱に、今後、計画

に掲げる取組を計画的かつスピード感を持って

実現していくことで、持続的で足腰の強い酪農

振興を図っていきます。

資料の９ページをお渡辺団体指導・金融課長

願いします。県内の農協合併について御報告し

ます。

全国的に農協を取り巻く環境は非常に厳しく

なっており、１にあるとおり、低金利の長期化

や農林中央金庫の系統預金金利の引下げにより、

農業経営の収益の柱である信用事業の収益悪化

が見込まれるほか、人口減少、組合員減少に伴

う信用・共済事業の収益や出資金の減少、今年

度決算から導入が義務付けられた公認会計士監

査費用の大幅な増加などにより、経営への悪影

響が懸念されています。

こうした情勢を鑑み、先日の報道にもあった

ように、大分県農協、玖珠九重農協、九重町飯

田農協の間で、経営の効率化と強固な財政基盤

の確立等を目指して、合併に向けた協議が行わ

れています。これは、２の経緯にあるとおり、

昨年５月に県内全農協に対して行われた今後の

信用事業運営体制の在り方について、玖珠九重

農協と九重町飯田農協が大分県農協との組織再

編を選択したことにより進められているもので

す。

昨年７月以降、３農協間で検討を進めており、

今年１月に合併推進協議会を設立し、令和２年

５月に予定されている合併予備契約の調印に向

け、協議が続けられているところです。

県としては、今後の合併協議の状況を注視し

ながら、適時適切に指導等を行っていきたいと

考えています。

以上で説明は終わりました。井上委員長

これより質疑に入ります。どなたかありませ

んか。

〔「なし」と言う者あり〕

委員外議員の方は御質疑はありま井上委員長

せんか。

酪農についてお伺いしたい古手川委員外議員

んですけれども、全般的な対策にはなっている

んでしょうけれども、どうしても１００頭以上、

規模拡大という、酪農の戸数が１２３戸の中で、
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今、１００頭以上は１３戸ということでよろし

いんですかね。

ですから、どうしても大きなところをより大

きくして、経営効率を上げて収益が上がるよう

にという形に受け止めてしまって、じゃ、その

ほかのところにもう少し増頭だとか、中堅のい

い農家がたくさんいらっしゃる中で、その辺に

もう少し厚くできないのかなと。

いろんな施策があっているのは分かっている

んですけれども、その辺をお伺いしたいんです

が。

今、議員が言われたように、梅木畜産技術室長

増頭していただいたところに対しても、１頭で

６万９千円の支援を行っています。そして、新

たな後継牛を導入する際にも県農協に対しては

無利子の支援も行っています。

あと増頭も、生産基盤の強化というところで

は大切だと考えていますけど、県は搾乳牛１頭

当たりの年間の乳量９千キロという目標をずっ

と掲げていました。それで、今回初めて２０１

８年にこの９千キロというのを達成しています。

さらに、この能力のところで、今、説明の中

にあったようにゲノムですね。遺伝子情報を活

用して、さらに能力の高い雌、今までは精液を

使っての改良を行っていましたけど、今度は雌

牛に対してもゲノム育種を使って、その農家に

いる能力の高い雌牛を見つけて、それを雄にま

たかけて、今まで以上にさらに高い雌牛の後継

牛を残していこうという新たな事業に今度取り

組もうとしています。

それによって、今、個体乳量、１年間の搾乳

量が全国でトップが三重県です。そこが１万キ

ロ以上出しています。全国の中で１万キロを出

しているところが３県あります。今、大分は９，

１２０キロですけど、県としては、目標のとこ

ろで書いているように１万７００キロと、今、

トップの三重県を抜いて一番になるように個体

乳量の増加も考えています。確かに我々も増頭

はもちろん大切だと思っていますし、今、支援

を行っていますので、この新しい酪農振興計画

の中では、それに加えて個体の牛に対しての能

力も向上させて、個々の農家の収益を向上させ

ていこうと考えています。

その辺に努力をしていただ古手川委員外議員

いているのはよく理解できています。

ただ、やっぱり地域の農業振興の中で今、農

林水産が求めるもの、地域人口減少だとか、そ

ういう中で、やっぱり中堅の、これは酪農だけ

ではなくて農業分野全般にそういうことが言え

るんじゃないかと思うので、そういうところが

元気になるように、何かこういう政策の中でど

んと出てくるとやっぱり元気になれると思うの

で。

それともう１点、預託の件が出ています。

おととし、竹田の預託牧場を見学させていた

だきました。おじいちゃんとお孫さんといい形

で、多分、そこが順調にいっているんだろうと

思うんですけれども、これを増やしていく中で、

今年度の中にも預託の予算だとか、そういうも

のが入っていない中で、あと３か年の中で２０

０頭が５００頭だったんですかね、数字目標、

そういうことが可能なのかなと。いい制度だと

いうことは農業者の方にも聞いているんですけ

れども、数値目標が可能なのかなと思うんです

が、その辺はいかがですか。

今現在、日田市に預託を行梅木畜産技術室長

っています。

今、御指摘されたように、酪農家の方々から

預託牛をつくっていただければなというお話を

受けています。その中で、今、県酪とも預託牛

を増やしませんかという話を昨年度からしてい

ます。県酪の方も総会とか役員会の中でも議論

をされているんですけど、私どもが聞いている

中では、現状において県酪が預託牛を新たにつ

くるという話にはまだ至っていないと。必要性

はあると考えているが、現状ではちょっと不可

能であるという話を聞いています。

それと、あと全国組織である全酪連、そちら

も、実を言いますと昨年の夏に預託牧場が欲し

いということで、大分県の中でもできないのか

ということで、竹田市菅生の場所とか、あと久

住の今、休止状態である公共牧場とかを一応見

ていただいて、現状の話としては検討をさせて

いただいていますというところです。そういう
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話はありますが、じゃ、令和２年度にというと

ころではないんですけど、でも今は一応継続中

であるということです。

ですから、５００頭になる古手川委員外議員

ことはいいことなので、頑張っていただきたい

んですが、県酪の方がそういう状況ではないよ

うですから、そうした中でどういうふうに、全

国組織は全国組織でいいんですが、県酪自体が

そういう形なので、そこが課題なんでしょうけ

れども、その辺、やっぱり地域ですから県酪と

もすり合わせをしながら、ぜひ達成をしていた

だきたいと思います。

そして、さきほど別件で末宗委員がおっしゃ

ったように、借りたものは返さなければいけな

いので、低利でもやっぱり借りにくい。そして、

１頭当たり６万９千円の補助ですけれども、今、

１頭が８０万円か９０万円ぐらいするんでしょ

う。１００万円は切ったけど、そういう中で、

そういう小さなところが投資をしにくい環境の

中で、でも今、やっぱり足腰を強くしておかな

いと将来を見たときに非常に厳しいんじゃない

かなと、続けていくのがですね。そういう思い

がしますので、ぜひいい計画の中で実現できる

ように現場とともに頑張っていただきたい。

もう１点、部長にお伺いしたいんですが、今

議会の質問の中で、交雑種については、部長が

余り力を入れていかないよという答弁をされた

ように私は聞こえたんですが、その辺はいかが

ですか。

力を入れていかないと言う大友農林水産部長

か、輸入牛と競合する部分がありますと。そう

いったところについては、和牛に切り替えてい

ただくような形で競争力を付けていただくこと

が大事ですねという話をしました。そっちをし

ないというわけじゃなくて、輸入に対抗するた

めには、やはりいい品質のもので対抗していく

しかないですよねと、それを我々は後押しして

いきますと申し上げたつもりです。

すみません、理解できまし古手川委員外議員

た。そうした中で、ここに出ている米仕上牛と

いうやつと、ＪＡがやろうとしている豊美牛で

すか、豊美牛のブランド化という形で我々も陳

情をいただいているんです。豊後牛とおおいた

和牛とはちょっと違いますけども、そういう大

きな市場性がある中で、またそういうことかな

と私は感じていますので、ぜひこの辺は行政か

らも現場として、おおいた和牛が非常に苦戦を

してくるんだと、経済情勢を含めてですね。産

地間競争の厳しい中であえて取り組んでいます

が、それを下支えするのは、大きな流通の中で、

そういう交雑種の部分は大きいと思いますので、

そこのところの調整をぜひしていただければと

思っています。よろしくお願いします。

それでは、次に④及び⑤の報告を井上委員長

お願いします。

別冊資料２を御覧くだ三浦地域農業振興課長

さい。令和元年１２月に、大分県スマート農林

水産業推進方針を策定しましたので、その概要

を報告します。

委員会資料の１０ページをお願いします。

１農林水産業の現状と課題ですが、例えば、

農業では高齢化が進む中、少ない担い手で農業

・農村を担う必要性などが高まっています。

２スマート技術導入により期待される効果に

記載のとおり、スマート農林水産業とはＩＣＴ

等の先端技術を活用し、超省力化や高収量・高

品質生産等を可能にする新たな農林水産業のこ

とであり、他にも、生産能力を最大限に発揮す

ることや、きつい作業や危険な作業からの解放

といった効果が期待されます。

３スマート農林水産業推進の考え方にあると

おり、スマート技術を積極的に活用することで

農林水産業の課題解決を図っていきます。その

際、スマート技術は開発、実証、普及・実装段

階に大別され、分野や品目別に生産者が求める

技術は異なることから、水田、園芸、畜産、林

業、水産の分野別に推進方向を設定します。そ

の上で、ＰＤＣＡサイクルの徹底を図るととも

に、関係機関の職員を対象とした研修会等の開

催によりスマート技術に精通した技術者を育成

します。

目標指標として、スマート農業技術を導入す

る経営体数を設定し、平成２９年度の１３０経

営体を令和３年度には４２０経営体まで増やし
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ていきます。

また、４今後５年間で進める技術の推進ロー

ドマップにあるように、スマート技術は日進月

歩であることから今後５年間で特に普及を進め

る技術について、ロードマップを提示します。

別冊資料２をお願いします。１０ページから

１４ページにかけて掲載していますが、１０ペ

ージをお開きください。

例えば、下から二つ目のリモコン式自走草刈

機ですが、普及対象は中山間地の中・大規模経

営体とし、左から４枠目にあるタイムラインに

は、２０２０年まで実証を行い、２０２１年か

ら本格的に普及の段階に入る計画としています。

また、１３ページの上から二つ目の繁殖管理ク

ラウドシステムですが、普及対象は肉用牛繁殖

農家とし、本技術は既に普及段階にあるので、

タイムラインにあるとおり、引き続き、積極的

に普及を進めていきます。

こうしたスマート農林水産業技術は現在も、

民間を中心に新たな技術が次々と開発されてい

る状況にあるので、現場の意見等をお聞きし、

この推進方針の適時適切な見直しも行いながら、

スマート技術の導入を推進していきます。

なお、令和２年度のスマート農林水産業関連

予算は、１４事業２億８，２６１万円となって

います。

委員会資料の１１ページを樋口森林保全課長

お願いします。中津市耶馬溪町山地災害復旧工

事の完了について御報告します。

２これまでの対応を御覧ください。平成３０

年４月１１日に発生した中津市耶馬溪町金吉地

区の山地災害については、４月下旬から６月に

かけて応急復旧を実施した後、平成３０年８月

２８日の山地崩壊原因究明等検討委員会からの

中間報告を受け、同年９月６日に本復旧工事に

着手したところですが、この３月末で工事が完

成する見込みです。

１２ページをお願いします。３復旧工事の概

要として、現在の姿を写真等でお示ししていま

す。

地元の方々の御協力と工事関係者の努力によ

り、順調に工事を進めることができたところで

すが、４今後の対応にあるように、工事完成後

もボーリング孔の水位観測等を継続し、地下水

位の低下の状況など、工事の効果判定を行いま

す。

また、金吉川流域の類似地形箇所については、

検討委員会の最終報告で示された危険地区の抽

出フローに基づき、今年度モデル地区で調査を

行い、危険斜面の抽出手法を整備しました。来

年度はこの手法を用いて詳細調査が必要な箇所

の絞り込みを行います。

その後、ボーリング調査等の詳細調査を実施

した上で、対策工事の必要性などを判断したい

と考えています。

引き続き、検討委員会による最終報告の内容

を警戒・避難態勢の強化などに活用し、本県に

おけるより効果的な防災・減災対策につなげて

いきます。

以上で説明は終わりました。井上委員長

これより質疑に入ります。どなたかありませ

んか。

〔「なし」と言う者あり〕

委員外議員の方は御質疑はありま井上委員長

せんか。

〔「なし」と言う者あり〕

別に御質疑等もないので、以上で井上委員長

諸般の報告を終わります。

この際、何かありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

別にないようですので、これで農井上委員長

林水産部関係の審査を終わりますが、ここで一

言、私からお礼を申し上げます。

〔委員長挨拶〕

〔大友農林水産部長挨拶〕

大友部長、ありがとうございまし井上委員長

た。

せっかくですので、御退職される方々から、

これまでの農林水産業に関する思いや今後の後

輩職員へのメッセージなどを含めて、一言ずつ

いただきたいと思います。

〔森本理事兼審議監挨拶〕

〔羽田野工事技術管理室長挨拶〕

〔樋口森林保全課長挨拶〕
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ありがとうございました。井上委員長

御退職される皆さまに、改めて感謝申し上げ

るとともに、今後の御活躍をお祈りします。

それでは、これで農林水産部関係の審査を終

わります。

執行部及び委員外議員の皆さまはお疲れさま

でした。

〔農林水産部、委員外議員退室〕

それでは、このメンバーでの委員井上委員長

会はこれで最後になりますが、この際、ほかに

何かありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

別にないようですので、ここで、井上委員長

委員の皆さんにお礼を申し上げます。

〔委員長挨拶〕

それでは、これをもちまして委員井上委員長

会を終わります。大変お疲れさまでした。


